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「生活支援戦略」中間まとめに対する提言
国民生活の安定と福祉の向上に向けた取り組みに心から敬意を表します。

さて、政府におかれましては、生活困窮者支援と生活保護制度改革を盛り込んだ「生活支援戦略」の創設に向け、7月5日に「中間まとめ」が示され、今秋の成立に向けた作業を進められていることと存じます。

私たち自治労は、行政および公共サービスを現場とする労働者により構成する労働組合であり、生活支援戦略に直結する現場から、生活困窮者支援および生活保護制度に関する検討を進めてきました。

「生活支援戦略」における就労・生活支援策の策定にあたっては、現行の社会保障制度や雇用・労働施策の抜本的な改善が求められます。

特に「第１のセーフティネット」を充実させる施策を盛り込むことが重要であり、早期に改善する課題と中長期に及ぶ課題に整理しながら対応策を進めることが必要であるといえます。

また、生活保護制度改革については、生活保護に至らない制度・施策を構築することが専決事項であり、短絡的に「生活保護制度の見直し」によって解決できるものではないといえます。

したがって、早期の対応として生活保護に至らないための「第２のセーフティネット」を充実・安定的に実施することが急務であり、制度見直しにあたっても現場実態との乖離がないように慎重に進めることが必要です。

つきましては、添付のとおり提言いたしますので、その内容をふまえ、「生活支援戦略」における就労・生活支援策の改善等に向け対応されるようお願いいたします。

